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道路管理システムの主たる目的は，次のとおりであ  

る．  

（1）道路および占用物件管理業務   

道路および占用物件の管理に必要なデータの更新・  

占用関係諸統計集計等の情報の提供をすること  

（2）占用許可申請業務   

道路占用許可申請業務のうち，システムは公益事業  

者が行う道路占用許可申請関係図書の作成および占用  

許可のための審査，占用料算定等を支援すること  

（3）道路工事調整業務   

道路工事および占用工事の計画を記入した図面およ  

び調書を作成し道路工事調整会議の支援を行うこと  

3。組織と対象地域  

道路管理システムの創設についての検討は，昭和60  

年4月，建設省道路局に設置された検討委月会におい  

て開始され，同年7月，システム開発の基本的方向に  

関する中間報告が答申され，その意義が認められた．  

その後，昭和61年3月にシステムの開発・運用の主体  

として財団法人道路管理センターーが設立され，システ  

ム開発に着手した．   

道路管理システムに関連する全体組織は，匡巨都¢  

特別区・政令市の道路管理者と電気通信・電力■ガス・  

水道。下水道。地下鉄の関係公益事業者から構成され  

ている．   

道路管理システムの事業は，現在，東京および札  

幌川1崎・横浜・名古屋・京都廿大阪・神戸・広島。  

北九州。福岡の10政令指定都市の区域を対象としてい  

る．なお，システムの開発および運用のための経費に  

ついては，国・東京都および特別区，各政令指定都市  

ならびに各地区の公益事業者が応分を負担して事業が  

推進されている．  

4．システム構成  

4。1ハ】ドゥェア構成  

（11）539   

1。はじめに  

道路管理システムは，道路空間の有効かつ適正な利  

用を図るため，道路空間データをベースに地下埋設物  

件管理の高度化を目標に開発された高度な地図情報シ  

ステム（GIS）である。   

昭和62年から開発が始まり，東京都特別区および10  

政令指定都市において昭和63年より順次運用が行われ  

ており，10年以上の運用実績のある，多数の参加者で  

共同で運用している大規模な地図情報処理システムで  

ある．  

2．道路管理システムの開発の背景と開発目的  

道路は，交通の発達に寄与しているばかりでなく，  

われわれの日常生活に欠くことのできない電気通信・  

電力・ガス・水道・下水道等の占用物件の収容スペー  

スとしての役割も担っている。道路の路上，上空およ  

び地下には，多種・大量の占用物件が収容されており，  

道路管理者や公益事業者は，道路および占用物件の状  

況を把握するため膨大な図面。資料を作成・保存して  

おり，これら資料の修正・追加。検索も煩雑な作業と  

なっている。さらに道路占用許可申請および道路工事  

調整のための申請書と各種資料の作成には，多額の費  

用と時間・労力を費やしている．また高度情報化社会  

の進展に伴い，特に都市部における公共公益物件の多  

様化が進み，その管理はますます複雑なものになって  

きている．従来の煩雑な道路管理業務に最新のコンピ  

ュータ・マッピング技術（AM／FM／GIS技術）を導  

入し，道路管理業務の高度化・合理化・迅速化および  

事故防止対策の徹底を図ることを目的に道路空間デー  

タを共通基盤とした道路管理システムの開発が始めら  

れた。  

さいとう しゅうへい（財）道路管理センター  
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ハードウェア構成の特徴は次のとおりであるむ  

（1）（財）道路管理センターーの各支部ハー≠ドゥェアは，   

道路0占用物件等のデータベースを格納するコンピ   

ュータを中心にヲ 周辺機器としてのグデフイツク端   

末9 デジタイザッ ハードコピふ・9 静電プロッタワ プ  

リンタ等で構成されている－，  

（2）道路管理者や公益事業者は，グラフィック端末と   

ハ・－ドコピーを（財）道路管理センターのコンビュー叫   

タにオンライン接続して利用するむ  

（3）自社のコンピュータひマッピングシステムを保有   

している公益事業者においては自社物件の入出力。   

更新業務は，それぞれのコンピュータで処理し9 各   

社のコンピュータとセンターのコンピュータとのホ   

スト間接絞または磁気テープ交換によってデー1タの   

授受を行う。  

（4）現在9 グラフィック端末はEⅥ「SやPCに移行し   

つつあり9 周辺機器も含めて最新の技術動向を踏ま  

えた機器へ順次移行中である。   

42 ソフトりニア構成   

ソフトウェアは基本ソフトウェアと応用ソフトウェ  

アから構成されている心 基本ソフトウェアはデータベ  

－－＝【・】ス管理ソフトウェアとマッピング処理ソフトウェア  

から成り立っており，東京ガス（株）および田本電信電  

話（株）がそれぞれ開発した「TUMSV」および  

「1M［ap Visiom」と名づ乙ナられたマッピング基本ソフ  

トウェアを，使用権の許諾を得て用いている◎   

応欄ソフトウェアは建設省と（財）道路管理センター  

によって開発されたもので，次のような機能を実現す  

るプログラムから構成されている秒  

（鼠）道路および占用物件管理業務関係プmグラム   

道路管理者が適切かつ新鮮に道路データを共通道路  

空間上に登鋸し，道路上の占用物件データを公益事業  

者が登録しッ 相互に有効利用すること  

道路占川物件の検索画面例  区二う  
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ース内に格納，蓄積し，検索時には利用者の指示によ  

り任意のレイヤを選択し表示できるレイヤ構造として  

いる。データベース項目は「道路」，「地形」，各公益  

事業者別「占用物件」の大項目に分類され，さらに細  

かく分割されている．たとえば，道路データは，道路  

管理区分，境界杭，歩道等の道路構成，道路附属物，  

それらの道路端からの離れと埋設深さ，さらに工事計  

画，舗装構成，掘削規制範囲等が含まれている。   

各レイヤで取り扱う情報項目は，図形情報と属性情  

報に大別され，図形情報が主体となる．この図形情報  

は，道路管理者としての管理範囲のように面としての  

特性をもつもの，パイプライン。ケーブルのように線  

としての特性を持つもの，信号機・マンホールのよう  

に点としての特性を持つものに分類され，各々ポリゴ  

ン，ライン，点の構造を持つ．属性情報は，図形情報  

に付加される数値・文字情報をいい，たとえば，パイ  

プラインの口径・管種・工事の履歴等がこれに該当す  

（2）占用許可申請業務関係プログラム   

公益事業者が行う道路占用申請と道路管理者が行う  

占用許可のための審査，占用料算定等を支援し，道路  

管理者，公益事業者間のオンライン電子申請システム  

を構築すること  

（3）道路工事調整業務関係プログラム   

道路管理者と公益事業者が道路工事計画を登録し，  

道路上の工事効率を上げるために開かれる道路工事調  

整会議の支援を行うこと   

道路管理システムの画面の例を図1，2，3に示す．   

4．3 データベース構成   

道路管理システムでは情報が多種多量であり ，また  

情報の更新が頻繁に行われる等の特色があり，情報を  

取り扱う場合の迅速性・容易さがきわめて重要となる．  

そこで，街区境界・建物・占用物件など道路台帳図を  

構成する地物や構造物は，レイヤに分類してデータベ  
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図2 道路工事調整の検索画面例  
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る印 また9 埋設深さのデータも数値データとして持っ  

ており9 これを2次元の図形情報に加えることにより  

3次元構造を構築している。このようにして，ベクタ  

ーデーh夕による扱いやすいデータベーⅦスを構築してい  

るっ  

∵－－∴．、、・－  

このプロジェクトの実施については，パイロットシ  

ステムを横浜と川崎にて昭和62年にテストを開始し9  

そこから得られた結果を後続のシステムの開発や見直  

しに役立でてきた小   

次に，道路管ヨ塑システムの実運用を道路管理システ  

ムに係わる3二大業務別に整理するひ   

「道路占用許可申請業務」については，平成2年4  

月から横浜市中区9 川崎薄幸区9 同年10月から名一首屋  

市中区，東区においてり また9 平成3年からその他の  

地区も運用を開始し9 順次区域を拡大してきた。現在，  

特別区の数区を除く全域で運用中である。今年4月か  

らは，応用申請咄許可㊥着手甲竣コニ等の一連の手続き  

の省力化q迅速化を進め，八の移動なしに業務が遂行  

できるオンライン電子申請システム（閣4参照）を福  

岡市と足立区で運周開始した。引き続き，6月から渋  

省・区でも運欄開始しているか   

「道路二1二事調整業務」については，平成3年4月か  

ら大阪市城において運用を開始し，神戸市域において  

も調書ベールー】・スの運用を開始したむ 血ふ方，23特別区のう  

ち江東脳1阪≡膵酎軋 こ江戸川区において平成3年6月か  

綜 図面ベーー【スの運用を開始し，その後運用区域を順  

次拡大してきたり 硯壷，特別区の1区を除く全域で運  

用中である。   

「道路や指摘物件管理業務」については，平成3年  

度未までに道路閑地形デー叫タの初期入力を完了し，占  

用物件デー¶hタについては平成7年度末までに初期入力  

を完イした。硯二転 巨等々のデータ更新の推進に努めて  

問3 オンライン電子申請の書類作成画面例   
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ため，システム参加者間に限定されているデータベー  

スの一部を公開することも検討中である．また，この  

実績あるシステムの利用効率を上げるために，現在の  

運用区域に隣接する地区への展開や全国主要都市への  

展開も推進していく．さらに申請許可業務をはじめ，  

さまざまな業務がシステム参加者の独自システムとも，  

より有機的に接続されることにより，1／500縮尺の道  

路台帳ベースとしたCALSの構築を目指していく。  
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いる．現在，これらの道路管理システムのデータベー  

スを利用し，集計，統計，検索，出図等の業務を行っ  

ている．   

平成9年度末現在のシステム現模は，次のとおりで  

ある。   

＊システム参加者数  109   

＊サーバ数  7  

（ディスク容量  約300GB）   

＊端末数  424  

（グラフィック系端末 230）  

（調書系専用端末   194）  

6．おわりに  

道路管理システムは，今まで述べてきたように，シ  

ステムの構成者が道路管理者と関係公益事業者からな  

るマルチ・エージェンシーのGISプロジェクトであ  

る．道路台帳図（1／500縮尺）を基本図とし，東京都  

特別区と10政令指定都市の11都市で現在稼動中であり，  

大都市圏における道路地下埋設物管理を行う実稼動し  

ているGISとして，先駆的な位置をなしてきた。   

今後も，行政情報の電子化の推進役として，オンラ  

イン電子申請システムの機能拡張と運用区域の拡大を  

進めるだけでなく，行政情報のオープン化に対応する  

図4 オンライン電子申請方式のイメージ  
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